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東北地方太平洋沖地震では，被害の大きかった岩手県，宮城県，福島県において死亡者の66%が60歳以

上であった．この状況を改善するため，自治体は「避難行動要支援者名簿」の作成が義務づけられた．し

かし，熊本地震ではそれらの名簿を活用できなかった報告がなされており，未だに避難時要配慮者の避難

体制に課題が存在している．そこで本研究では，避難体制確立のための事前把握を目的として，詳細に要

支援者数を把握可能な医療ビックデータであるKDBデータを活用し，災害時に避難が困難であると考えら

れる人々の人数把握と，それらの人々の避難時の地理的困難性についての地域評価を行った．結果として，

郊外部に位置しており生活している避難行動要支援者が10人以下と少数である町字では，他の町字と比較

しても避難困難性が高いことが明らかとなった． 

 

     Key Words : large-scale earthquake disaster, KDB data, vulnerable people, evacuation difficulty, re-
gional evaluation 

 

 

1. はじめに 
 

 我が国の65歳以上の高齢者人口は昭和25年以降一貫し

て増加しており，2017年では3,514万人となった1)．高齢

人口の急速な増加により超高齢社会へと突入した我が国

では，増加する高齢人口の問題に対応することが喫緊の

問題となっているが，その中でも災害時において高齢者

が被災した際には様々な課題が生じることが挙げられる．
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平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では，

日本の観測史上最大の大きさとなるマグニチュード9を

記録し，東日本の太平洋岸全体にわたる広範な範囲に甚

大な被害をもたらしたが，特に被害の大きかった岩手県，

宮城県，福島県の3県で収容された死亡者のうち60歳以

上の割合は66％を占める結果となった2)．さらに，この

地震災害では障害を持つ者の死亡率が全体死亡率の1.9

倍であり，避難時に支援が必要であった者が大きな被害

にあった．これらの教訓を踏まえ，平成25年6月の災害

対策基本法改正により「避難行動要支援者名簿」の作成

が義務づけられた．それらの名簿は避難行動要支援者に

対する情報伝達体制の整備や避難支援・安否確認体制の

整備，避難訓練の実施等を一層図る事を目的とし，平常

時より避難支援等に携わる関係者として，市町村地域防

災計画に定めた消防機関や都道府県警察，民生委員・児

童委員，自主防災組織等に対して提供され，利用されて

いる3）．これにより，要支援者の性別や住所，支援を必

要とする理由などの情報を自治会や消防といった外部機

関が活用可能となり，発災時に効果的かつ効率的な要支

援者の避難が見込まれていたが，平成28年4月14日に発

生した熊本地震では避難行動要支援者名簿を活用できな

かった報告がなされている3)． 

 以上のような災害対応の実態が存在しており，災害時

に避難行動要支援者が効率的かつ効果的に避難を行うた

めには要支援者名簿とともに，それらの人々が「どのよ

うな地域にどれほど生活しているか」の詳細な把握と，

「避難時にどのような困難に見舞われる可能性がある

か」の避難の実態把握が不可欠であるといえる．  

これらの背景を踏まえ，本研究では詳細に要支援者数

を把握可能な医療ビックデータである国民健康保険デー

タベース（KDBデータ）を活用して，災害時に避難が

困難であると考えられる人々の人数把握と，それらの

人々の避難時における地理的な困難の実態を把握し，地

域評価を行うことを目的とする． 

 

 

2. 既往研究の整理 

 

 これまでに災害時要援護者の被災や，避難行動の特性

に関する分析を行った研究は数多く存在する． 

阪田4)は避難所の施設規模や配置計画に資する研究と

して，地震発生直後からの避難者数の推移及び避難者の

避難所選択行動の傾向の把握を行った．結果として，避

難者の居住地と避難所間の距離の増大に伴って，避難所

の選択率が極端に減少する傾向が明らかとなった． 

菊池ら5）は通所・訪問リハビリテーションを利用する

在宅要介護高齢者を対象に，災害時避難方法の認識，想

定状況，不安要因についての実態を明らかにした．結果

として，要介護度4・5は避難方法の認識が低く，避難を

あきらめている者が多いことが明らかとなった．また，

要介護1・2の半数が避難方法を未想定であり，具体的な

避難方法や危険性を意識させる必要があることが明らか

となった． 

KDBデータを用いた災害時要援護者の被災に関する

研究もいくつか存在する． 

Fujiu et al6)はKDBデータを用いて，虚血性心疾患患者，

脳血管疾患患者および透析が必要な患者の人数を把握し，

大規模災害時における被災の程度の実態を明らかにして

いる．結果として，KDBデータを複数のデータと組み

合わせることで詳細に被災評価が可能であり，医学分野

だけでなく，防災の分野においてもKDBデータの活用

可能性が示唆された． 

森崎ら7)はKDBデータを用いて，避難行動要支援者の

中でも特に自力での避難が困難である重大な疾患を持つ

患者の実態を明らかにしている．結果として，重大な疾

患を持つ患者の避難施設であると考えられる病院の病床

数が不足するケースが存在することが明らかとなった． 

 以上のようにKDBデータを用いた災害時要援護者の

被災に関する分析を行った研究はいくつか存在するが，

避難行動要支援者が避難時に見舞われる地理的困難の要

因に着目し地域評価を行った研究は存在しない． 

 

 

3. 使用するKDBデータの概要 

  

(1) KDBデータの詳細 

 本研究では医療ビックデータである国民健康保険デ

ータベース（KDBデータ）を用いて避難行動要支援者
 

表-1 KDBデータの一例 

個人番号 小学校区名 年齢 要介護度 主病名 ２番目に高い傷病名 ３番目に高い傷病名 ４番目に高い傷病名 ５番目に高い傷病名
1 A小学校 88 要介護５ その他の呼吸器系の疾患 アレルギー性鼻炎 皮膚炎及び湿疹 結膜炎
2 B小学校 82 結膜炎 白内障 糖尿病 屈折及び調節の障害
3 C小学校 86 骨の密度及び構造の障害 その他の心疾患 高血圧性疾患 甲状腺障害 骨折
4 D小学校 88 前立腺肥大（症） その他の悪性新生物
5 E小学校 81 要介護３ その他の悪性新生物 前立腺肥大（症） 脳梗塞
6 F小学校 99 要支援１ その他の消化器系の疾患 その他の心疾患 高血圧性疾患 胃炎及び十二指腸炎 糖尿病
7 G小学校 88 その他の消化器系の疾患 虚血性心疾患 高血圧性疾患 脳梗塞 糖尿病
8 H小学校 82 結膜炎 白内障 糖尿病 屈折及び調節の障害
9 I小学校 86 骨の密度及び構造の障害 その他の心疾患 高血圧性疾患 甲状腺障害 骨折
10 J小学校 88 前立腺肥大（症） その他の悪性新生物
11 K小学校 99 要支援１ その他の消化器系の疾患 その他の心疾患 高血圧性疾患 胃炎及び十二指腸炎 糖尿病
12 L小学校 88 その他の消化器系の疾患 虚血性心疾患 高血圧性疾患 脳梗塞 糖尿病
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の抽出を行う． KDBデータは石川県小松市から提供し

ていただいたものであり研究目的での利用許可を得てい

る．また，本学の倫理審査委員会からも承認を得ている． 

KDBデータについて表-1に一例を示すが，国民健康保

険に加入している人々に関するデータが蓄積されており，

本研究で用いるのは2015年10月時点のデータである．デ

ータ内に蓄積されている情報としては「住所」や「年

齢」などの個人属性をはじめ，「要介護度」や「血圧」

や「HbA1c」，「費用を払った疾患名」などの個人の身

体の状態を把握可能な医療データが含まれている． 

 

(2) 分析対象データの選定 

分析対象とする「避難行動要支援者」の選定を行った．

図-1に具体的に示す．本研究ではKDBデータを用いて，

在宅している者の中で「要介護認定を受けた者」，「85

歳以上の高齢者」，「避難行動が困難と予想される疾患

を患う者」の3つの属性に含まれている者を重複しない

よう抽出し，避難行動要支援者とした．選定理由として

は，「要介護認定を受けた者」は，要介護認定を受けた

者は片足での立位や日常の意思決定，歩行など，身体

的・精神的な不利を抱えており8），地震災害発生時にパ

ニックや怪我，地面の劣悪な環境により避難が困難であ

ることが想定できるため，分析対象として選定した．

「85歳以上の高齢者」は加齢とともに身体的虚弱状態に

陥ることが多いため選定した．「避難行動が困難と予想

される疾患を患う者」は，表-2に具体的に示すが，腰痛

や骨折など直接的に避難の困難の原因となるものと，脳

内出血や脳梗塞などの後遺症によって，身体的に不利と

なり避難が困難となる傷病を患う者を選定した． 

 

 

4. 災害時における避難の困難の要因 

  

 大規模災害が発生した際，高齢者や障害を持つ者など

の避難行動要支援者は健常者と比較して，避難に困難が

生じることが考えられる．第2章でも述べたが，菊池ら
5）研究で，要介護度4・5の者は避難方法の認識が低く，

避難をあきらめている者が多いということ，要介護1・2

の半数が避難方法を未想定であることが明らかとなった．

これらの人々を効果的に避難させるには，具体的な避難

方法とともに，災害でどのような被害・困難に見舞われ

る可能性があるかを理解し，具体的に避難を想定させる

必要がある． 

そこで本研究では大規模災害時の避難における困難に

焦点を当て，その中でも地理的な困難に着目し，町字単

位で困難性の評価を行った． 

 

(1) 分析対象地の概要 

本研究では石川県小松市を分析対象地とした．小松市

は，石川県西南部に広がる加賀平野の中央に位置し，産

業都市として発展し南加賀の中核を担っている地域であ

る．総人口は平成31年9月1日現在で約10.8 万人であり，

65歳以上の高齢者は3.0万人と総人口の約28.1%を占めて

いる9）．また，小松市における避難行動要支援者数は平

成29年5月の段階で16,612人である10）． 

また，図-2に小松市の町字ごとの避難行動要支援者数

を見える化したものを示す．KDBデータによって明ら

 

表-2 避難行動が困難と予想される疾患 

分類名 詳細な分類名

パーキンソン病

アルツハイマー病

くも膜下出血

脳内出血

脳梗塞

その他の脳血管疾患

炎症性多発性関節障害

関節症

脊椎障害（脊椎症を含む）

椎間板障害

腰痛症及び坐骨神経痛

その他の脊柱障害

骨の密度及び構造の障害

その他の筋骨格系及び結合組織の疾患

損傷,中毒及び結合組織の疾患 骨折

神経系の疾患

循環器系の疾患

筋骨格系および結合組織の疾患

 

全ての属性において，65
歳以上，かつ自宅に存在
している（入院，入所を
していない）ものを対象

要介護認定

1∼5を受けた者

85歳以上の高齢者

身体的・精神的に虚弱
（フレイル）な状態となっ
ているケースが非常に高い

避難行動時において困難を

要する疾患を患う者

高

 

図-1 避難行動要支援者の選定 
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図-2 避難行動要支援者の選定 
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かとなった避難行動要支援者数は，小松市で6883人であ

り，避難行動要支援者の属性ごとのサンプル数を図-3に

示す．これらの人々のデータを本研究で用いるサンプル

とする． 

 

(2) 避難時の地理的困難の選定 

 大規模地震災害時に避難行動要支援者が見舞われる困

難の中でも地理的困難に着目し，地域評価を行う．本研

究では，「家屋から指定避難所までの距離」，「町字内

の道路における8%勾配以上道路の割合」，「道路1m当

たりの交差点数」の徒歩避難に関わる3変数を地理的困

難の要因として設定した． 

「家屋から指定避難所までの距離」については，避難

行動要支援者は健常者と比較しても，身体的な面から歩

行限界距離が短く避難困難性に強く影響するため設定し

た． 

「町字内の道路における8%勾配以上道路の割合」に

ついては，避難行動要支援者は足が不自由であったり，

車いすを使って生活していることが考えられ，道路勾配

の大小が強く避難困難性に関係すると考えたため設定し

た．また，縦断勾配 8％の経路は，国土交通省が定めて

いる建築設計基準11）の中で，地形などの理由でやむを

得ない場合のスロープの勾配の基準値である． 

「道路1m当たりの交差点数」については，災害によ

って道路が閉塞した際に，徒歩や車いす，自動車のどの

避難方法によっても，避難所までの迂回経路の選択可能

性の指標となると考え選定した． 

 

 

5. 町字ごとの地理的避難困難性の評価 

 

 4章2節で述べた避難時の地理的困難の要因について，

程度を町字単位で見える化した．  

 

(1) 各家屋から指定避難所までの距離 

 避難行動要支援者が居住している家屋から指定避難所

までの距離の程度を把握するにあたり，避難行動要支援

者は町字内の各家屋に一様に分布していると仮定した．

一般家屋のデータはArcGISデータコレクション201412）か

ら抽出した「一般家枠」のデータを用いており，公共施

設やその他施設などのデータは除外されている．避難行

動要支援者は各家屋から最寄りの指定避難所に避難する

と仮定し，各家屋から指定避難所までの最短距離を

ArcGISのnetworkAnalistツールを用いて算出した． 

 各家屋から指定避難所までの距離を算出し，町字ごとに平

均をとり見える化したものを図-4に示す．図-4より，指定避難

所が多く分布している小松市の北西部において，指定避難所ま

での距離が平均して短い結果となった．このように，小松市の

北西部は，小松駅が分布する都市部であり，人口が集中してい

る地域であるため，多くの要支援者を確実に避難させる避難体

制づくりが必要である．また，小松市の東部や南部では指定避

難所が少なく，避難に要する距離や時間が長くなることが考え

られる． 

 

(2) 町字内の道路における8%勾配以上の道路割合 

 避難行動要支援者が避難時に負担を感じる勾配を有す

る道路の割合について，町字ごとに見える化した．その

結果を図ｰ5に示す．図-5より，小松市の北西部と南東部

で道路勾配の大きさに差があることが見て取れる．小松

市の北西部は勾配が少ないのに対し，南東部は道路勾配

が大きく，避難が困難である可能性が高いことが考えら

れる． 

 

(3)  道路1m当たりの交差点数 

 道路閉塞時に，避難所までの迂回経路の選択可能性の

指標となると考え，道路1mあたりの交差点数について，

町字ごとに算出し見える化した．その結果を図-6に示す．

1900 2000 2100 2200 2300 2400 2500

要介護認定を受けた者

85歳以上の者

避難困難な傷病を持つ者

避難行動要支援者数（人）
 

図-3 KDBデータに含まれる避難行動要支援者数 

 

2001 – 6562 

1501  – 2000
1001  – 1500

501  – 1000

– 500

居住地無し

指定避難所までの平均距離

【単位：ｍ】

指定避難所

 

図-4 各家屋から指定避難所までの距離の平均 
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図-6より，小松市の北西部は道路数が多く，道路1mあ

たりの交差点数が多いことが見て取れる．一方で，小松

市の東部，南部では道路が少なく，道路1m当たりの交

差点数も少ない結果となった．この結果より，中野峠町

や花立街では交差点がなく，避難経路が一本しか存在し

ないため，経路が封鎖された際の迂回方法や避難の方法

について，普段より考えておく必要があるといえる． 

  

 

6. 地理的要因に着目した避難困難性の見える化 
 

小松市の町字が地理的に危険であるかどうかを分かり

やすく見える化するために，5章で見える化した3つの地

理的困難の要因について主成分分析を行った．第一主成

分の寄与率は70.72%であり主成分の説明力は高いことか

ら，第一主成分を採用した．第一主成分の主成分負荷量

を図-7に示す．図-7より，避難を困難にすると考えられ

る「町字内の道路における8%勾配以上道路の割合」，

「家屋から指定避難所までの距離」は正に，「道路1m

当たりの交差点数」のみ負に効いている．従って，第一

次主成分得点は「避難困難性」を表していると定義し，

図-8に避難困難性を町字ごとに見える化したものを，図

-9に避難困難性と避難行動要支援者の関係についてそれ

ぞれ示す．図-8の斜線部は，KDBデータによると避難行

動要支援者が存在しなかったため分析対象外地域とした．

-1 -0.5 0 0.5 1

町字内の道路における8%勾配

以上の道路の割合

家屋から指定避難所までの距離

道路1mあたりの交差点数

 

図-7 第一主成分の主成分負荷量 

 

赤瀬町

麦口町

嵐町
今江町

中ノ峠町

日用町

上麦口町

安宅町

向本折町

±
0 2 4 6 81

km

主成分分析

第1主成分（避難困難性指標）

-2.27 - -2.00

-1.99 - -1.00

-0.99 - 0.00

0.01 - 2.00

2.01 - 4.00

4.01 - 6.00

6.01 - 7.08

対象外地域

 

図-8 町字毎の避難困難性の見える化 

 

 

図-6 道路1mあたりの交差点数 

 

大杉町

丸山町

新保町

尾小屋町

赤瀬町
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麦口町
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西俣町
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池城町

中ノ峠町

日用町

上麦口町

上リ江町西荒谷町

牧口町
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図-5 町字内の道路における8%勾配以上の道路割合 
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図-9 町字毎の避難困難性と要支援者数の関係 
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図-9より，今江町で365人，安宅町で259人，向本折町で

は187人と多くの避難行動要支援者が生活しており，災

害時に大人数の避難行動要支援者への対応が求められて

いる．また図-8，図-9より，都市部に位置しており避難

行動要支援者が多く居住している今江町や安宅町は，小

松市においては避難困難性が低いという結果となった．

その一方で，郊外部に位置しており，生活している避難

行動要支援者が10人以下と少数である中ノ峠町や嵐町，

赤瀬町は，小松市においては避難困難性が高いことが明

らかとなった． 

 

 

7. まとめと今後の展開 

 

本分析ではKDBデータと避難時の地理的困難性指標

を用いて主成分分析を行い，災害時の避難困難性につい

て地域評価を行った．結果として，小松市の都市部では

避難困難性は低いが，災害時に多くの避難行動要支援者

への対応が求められる．一方，小松市の郊外部では避難

行動要支援者は少ないが，避難困難性が高く，それらの

人々をどのように避難させるか検討する必要がある． 

本分析では，地域における地理的困難性の相対的な差

は明らかとなったが，今回用いた地域困難性の変数は3

つであったため，今後はさらに変数を増やし地理的困難

性についてより詳細に評価を行う．  
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